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なし 町単独補助 国県補助

年度

平成２４年度高鍋町事務事業評価表

◎事務事業の概要

事務事業名 企業誘致業務 基本目標 企業誘致活動の推進

事業の目的

対象(誰を・何を) 町外企業

意図・目的 新規進出企業を誘致し、町経済の活性化や雇用の創出、自主財源の確保を図る。

事業の内容
町内の工場跡地等を候補地として、企業コーディネーターによる企業訪問等のPR活動や情報収集を行うとともに県
と連携を図りながら新規進出企業の誘致活動を行う。また、誘致した企業の継続的な企業活動を促すための企業訪
問、商工会議所など各種団体との連携強化や町人会の設立などを活用した積極的な情報収集を行う。

森　弘道 開始年度 H18 年度

◎事務事業の目的・内容

担当課(局)･係 政策推進課 総合政策係 記入者 日高　茂利 評価者

人

主
な
支
出
項
目

報償費 295 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 23年度人件費

事業従事者数 H23 0.30 人 H24 0.3223年度決算額 970 千円 24年度予算額 2,301 千円

2,141 千円

旅費 433 千円 県支出金 千円 24年度人件費 2,286 千円

24年度予算額における一般財源の割合(H24) 100.0 ％

千円 一般財源 2,301 千円 根拠法令・要綱等があれば記載してください

需用費 51 千円 地方債 千円

町
の
補
助
事
業

補助事業名 町人会設立準備委員会補助金

補助交付団体 近畿高鍋会 補助金要綱 近畿高鍋会運営助成金交付要綱

23
年
度

補助額

千円 千円

補助の割合 97.09 ％
H24から近畿高鍋会運営助成金

繰越額 0 千円

千円 終期 26

団体の決算額 103 千円 H23年度までの見直しの状況・評価委員会での決定事項等

100 千円 補助の形態 臨時的補助 H24年度補助額 200

◎成果指標と活動指標

成果指標

成果指標名 何を狙い、どのような成果が得られたのか

1 新規企業の誘致
東京在住の企業誘致コーディネーターを配置し、首都圏における情報収集や企業誘致活
動の体制を整えた。新規企業の誘致には至っていない。

2 町人会の設立
関西地区において町人会設立準備委員会が発足し、「近畿高鍋会」の設立に向け準備が
進められた。

町人会設立準備事務協
議

設立準備委員会に出席し進捗状況の確認と事務協議を行った。

3
企業誘致パンフレットの配
布

企業誘致パンフレットを印刷し、県東京・大阪・福岡事務所、県企業立地課に配布した。

◎達成状況

3

活動指標

活動指標名 どれほどの活動をしたのか、事業の手法、手順等を詳細に

1 企業訪問 スポーツキャンプ誘致活動に併せて、Ｅ＆Ｍ、第一実業、東芝の３社を訪問した。

2

24年度

成
果
指
標

新規企業の誘致

目標値
社

1 1 1
実績値 0

指標名 単位 22年度 23年度

1
実績値 0 0

0
達成率 ％ 0.0% 0.0%

達成率 ％ 0.0% 0.0%
目標値

町人会の設立

目標値
団体

1 1

実績値
達成率 ％

活
動
指
標

企業訪問

目標値
回

1 2

町人会設立準備事務協議

目標値
回

2

2

実績値 1 2

達成率 ％ 100.0% 100.0%
2 2

実績値 0 4
達成率 ％ 0.0% 200.0%

達成率 ％ 110.0% 150.0%

企業誘致パンフレットの配布

目標値
部

100 20 100
実績値 110 30
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※町補助をしている場合のみ記入

◎事務事業評価委員の意見等 ◎今後の方向性

・積極的に進めるべき事業である。
・土地の有効活用も含め、難しいだろうが進めてほしい。
・景気回復が望めない経済状況の中、企業誘致は非常に厳しい状況であるが、町の活性化と雇用の増
進に大きく貢献するので、粘り強く進めてほしい。
・企業の立地による経済効果や雇用の場の確保などが図られるため、コスト面も含め拡充すべきであ
る。
・庁内で一丸となった体制づくりが必要ではないか。

事務事業評価委員会

判定 拡充

外部評価委員会

判定

◎事務事業の評価

担当者記入欄 評価する項目
点数
自己
評価

事務事業名 企業誘致業務 担当課（局） 政策推進課

（
必
要
性

）

妥
当
性

町経済の活性化や雇用創出を図るため企業誘致活動は町が主
体的に取り組むべきである。ただし、民間レベルでの企業連携に
よる企業・工場進出の可能性もあることから、関係団体と連携を
とりながら進める必要もある。

◎目的からして町が行うべきか 2

◎同様の事業を他課・他団体で行っていないか 2

◎社会情勢（住民ニーズ）に適応しているか 2

◎事業廃止による影響があるのか 2

効
率
性

在京の企業誘致コーディネーターを配置したことで遠隔地である
首都圏における誘致活動や情報収集について効果が上がった。

◎活動量の効果は実際に上がっているか 1

◎費用対効果が充分に認められるか

有
効
性

目的達成には継続的な誘致活動が不可欠であり、今後も積極的
な情報収集と地道な企業訪問活動が必要である。

◎目標に対して成果は得られているか 0

◎すでに目的は達成されていないか 2

1

協
働
性

関西地区での町人会設立に伴い同地域における情報の提供等
は見込まれるが、誘致に関しては町の判断による部分が大きく
町民との協働の可能性は低い。

◎町民との協働の可能性があるか（ボランティア・
ＮＰＯ等）

0

合計（最高18点） 12

合計（最高4点） 3

そ
の
他

◎総合評価（今後の方向性を含む）

（
公
平
性

）

公
益
性

高鍋の発展に寄与することを目的とした町人会運営に対する補
助事業であり、企業誘致をはじめとする都市部での情報収集等
が不可欠な事業において遠隔地から情報の提供を受けることが
できる。

◎公益性が高いか
※公益性：不特定かつ多数の者の利益の増進に
寄与していること

1

◎行政では対応できない部分を、補助事業がカ
バーしているか

1

◎町民の理解が得られる事業であるか 1

廃止

総
　
合
　
評
　
価

◎担当者の方針に対する
評価者としての所見

◎統括者として、どのよう
に事業を進めるべきと考
えているか、等

東日本大震災以降、生産基盤を継続させるため会社ごと或
いは業務の一部を地方へ移設する企業が増えており、高鍋
町に照会される案件も津波被害回避のため高台地希望と
なっている。農振除外、農地法など諸手続きなしで土地取得
ができるような土地の情報確保が急務である。

今後の方向性

　
事
業
の
方
向
性

拡充 ○

維持

廃止 縮小 維持 拡充

コ　ス　ト

縮小


